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令和２年度 第２回倉敷市廃棄物減量等推進審議会 

 

        日時：令和３年１月２６日（火） 

１４時～１６時 

           場所：倉敷市消防局４階  講堂 

 

                次     第 

 

 １ 開会・あいさつ 

 

 

２ 議     事 

（１） 倉敷市一般廃棄物処理基本計画改定（最終案）について 

（２） 倉敷市一般廃棄物処理基本計画改定の答申について 

（３） 事業ごみ手数料改定（事務局案）について 

 

 ３ そ の 他 

 

 

 ４ 閉     会                         
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倉敷市廃棄物減量等推進審議会委員名簿    （敬称省略） 

区 分 所属等 役職名 氏 名 備 考 

 

 

学識経験者 

（４名） 

 

 

岡山大学大学院 

環境生命科学研究科 
教授 藤原

ふじわら

 健史
た け し

 会長 

くらしき作陽大学 

食文化学部栄養学科 
教授 網中

あみなか

 雅
まさ

仁
ひと

 副会長 

倉敷市議会議員 
環境水道 

委員会委員長 
伊東
い と う

 裕紀
ゆ う き

  

倉敷市議会議員 
環境水道 

委員会副委員長 
薮田
や ぶ た

 尊
たか

典
のり

  

 

事業者団体 

代表 

（３名） 

 

倉敷商工会議所 
理事 

総務部長 
井上
いのうえ

 裕康
ひろやす

 副会長 

倉敷ファッションセンタ

ー㈱ 
取締役部長 川東

かわひがし

 正武
まさたけ

  

イオンモール㈱ 

イオンモール倉敷 
渉外部長 中村

なかむら

 幸利
ゆきとし

  

廃棄物再生 

事業団体 

代表 

（２名） 

倉敷再生資源事業協同 

組合 
事務局長 田中

た な か

 期
とし

  

倉敷美誠清掃協同組合 組合員 室山
むろやま

 晃一
こういち

  

市民代表 

（８名） 

倉敷市環境衛生協議会 理事 大屋
お お や

 徳
のり

敬
ゆき

  

倉敷市愛育委員会連合会 会計 井上
いのうえ

 倫子
と も こ

  

倉敷市栄養改善協議会 理事 亀田
か め だ

 紀子
の り こ

  

倉敷市婦人協議会 会員 西田
に し だ

 好美
よ し み

  

宙（ソラ）の会 広報部副部長 有吉
ありよし

 貴
き

美代
み よ

  

パートナーシップ向上セミナー修了生 百本
ひゃくもと

 恵子
け い こ

  

市民公募 根岸
ね ぎ し

 眞由美
ま ゆ み

  

市民公募 村上
むらかみ

 津
つ

詞子
し こ
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（参考資料） 

倉敷市廃棄物減量等推進審議会について 

１ 目的 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の７の規定により、市民、事業者
及び行政が一体となって、一般廃棄物の排出を抑制するとともに、廃棄物の減
量化、資源化、再生利用等を積極的に推進し、使い捨て社会からリサイクル社
会への転換を目指し、もって生活環境の保全を図るため、倉敷市廃棄物減量等
推進審議会を設置する。（倉敷市廃棄物減量等推進審議会条例第１条） 

 

２ 審議会と行政の役割 

（１） 審議会の役割 
   ・審議会とは、地方自治法（第 138 条の 4 第 3 項）に基づき設置された、

執行機関（行政）の附属機関である。 
   ・当審議会では、廃棄物減量等の推進について審議し、会としての意見、

答申を述べることを役割としている。 

 

（２）行政の役割 

   審議会の意見、答申を尊重し、個々の行政施策を責任を持って決定、実施
することを役割としている。 

 

３ 審議事項 

（１）廃棄物の実態把握、調査及び研究に関すること。 
（２）廃棄物の減量化に係る普及及び啓発の活動に関すること。 
（３）廃棄物の減量化、資源化、再生利用等の促進に関すること。 
（４）倉敷市廃棄物の処理及び清掃に関する条例に規定する一般廃棄物処理 

手数料及び産業廃棄物処理費用の改定に関すること。 
（５）前各項に掲げるもののほか必要な事項に関すること。 
 

４ 組織 

（１）学識経験者 
（２）事業者団体の代表者 
（３）廃棄物再生事業者団体の代表者 
（４）市民 
（５）前各項に掲げるもののほか市長が必要と認める者 

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第５条の７ 抜粋） 

市町村は，その区域における一般廃棄物の減量等に関する事項を審議させ

るため，廃棄物減量等推進審議会を置くことができる。 

（地方自治法 第 138 条の 4 第 3 項 抜粋） 

  普通地方公共団体は，法律又は条例の定めるところにより，執行機関の 

附属機関として自治紛争処理委員，審査会，審議会，調査会その他の調停，

審査，諮問又は調査のための機関を置くことができる。 


